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損害保険給付金の錯誤弁済と不当利得の成否

一一「意見書」脚注付き補充版一一

川 角 由 和

今年 (20l9年) 1月中旬、 筆者は、 標記案件につき(保険会社Y3の)

訴訟代理人弁護士から「意見書Jの提出を求められた。 その「意見書」は

2月中に書き上げられ、 3月1日付けで控訴審裁判所に提出されたら本

「補充版」は、 その「意見書」を以下のように再構成し、 一個の学問的な

素材として提示するものである20

1. 事実関係と第一審判決の態度

2. 訴訟代理人からの「質問事項J

3. 筆者の「意見書」

4. 若干の考察

1 原審判決は、平成30年12月19日に出された。現在、控訴中である。本「意見書」

は控訴審に向けて書かれたものであり、 2019 年 (平成31年) 3月 1日控訴審裁

判所に提出された。 本稿は、 上記「意見書」に事実関係の概要を付 し、 比較的

詳細な形で脚注を打ったものである。 ちなみに提出済みの「意見書」には一切

脚注はない。 最小限度の文献引用を丸括弧内に記載したにとどまる。 本稿では、

その丸括弧内の注記をほぼそのまま維持 しており、 さらに独自の脚注を施すと

いう方式を採用している。 なお訴訟代理人弁護士の「質問事項」の掲載につい

ては、 問弁護士から了承を得ている点、 付記 しておく。

2 本稿では、 1 r事実関係」と4 r若干の感想」を「である調」で書いた。 こ

れに対 し、 2と3は「ですます調」で表記 している。

(飽法19) 52-1. 249 (249) 
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1. 事実関係と第一審判決の態度

(1) 本件交通事故の発生及び不法行為責任

本件は、 その発端を一つの交通事故のうちにもつ。 その事故は、 2012年

(平成24年) 6 月23日午前3時37分頃に発生した。 場所は四因。 とある市

内の交差点である。 加害者Ylは、 本件事故車ダイハツ00 (車検登録名

義人はY2 ) を運転中、 (脇見運転、 前方不注意ないし制限速度超過 3に

よって) 横断歩行中の被害者Aに甲車の前部を衝突せしめ、 Aを重体に陥

れた。 重篤のAは、 後見開始の審判を受け、 成年後見人がつけられた40

その後Aは、 病院を転々とした。 しかしながら結局、 Aは2014年 (平成26

年) 6 月9日に死亡。 その妻Xlと二人の子 (X2とX3) が、 Aの損害賠

償請求権を相続した。 本件では加害者Ylが警察に逮捕され、 刑事責任も

追及されている。 いずれにせよ、 Ylに、 民事上の不法行為責任 (民法

709条) が成立することについては争いがなかった5。 加害者YlからY3へ

の「指示」により、 2400万円余 の損害保険給付金が亡Aら及び病院Bに支

払われた。 その支払額を不服としてAの相続人Xlらが、 YlらY2及び、

Y3に対し不法 行為責任ないし自賠法上の責任を追及した6。 これに対し

3 裁判正本6頁では、 y，がダイハツ00を運転中、「本件交差点J (交通整理設

備なし) を「直進」したと こ ろAに「衝突」し、 Aを「転倒」せしめたとしか

書かれていない。したがって、 本文中「過失」の具体的態様は筆者の推測による。

ついでながら本稿で「裁判正本O頁Jという場合、 それは「平成30年12月19日」

付け裁判所書記官名義の「裁判正本 」とその頁数を指す。 本稿執筆時 (2019 年

4 月5日) 、 管見の限りで、 まだ判例時報等での掲載はないようである。

4 ちなみに、 そもそもAには、 決して軽度とはいえない糖尿病の持病があり、

いわゆる不法行為責任に関する「損害」との「因果関係」レベルでの争点も形

成された。 ただし本稿では、 それを度外視している。

5 y，の過失行為と加害結果の違法性、 及びAのもとでの損害発生と法的因果関

係の成立につき争いはなかった。 同時に、 Y2に関して自賠法上の運行供用者

責任の成立も認定されている。 なお本件民事事件とは別の、 y，に関する刑事

手続の内容については、 裁判正本7頁を参照。

6 X，らの請求額は、 亡Aの逸失利益及び後遺障害慰籍料等を含め6184万円余ノ

(龍法 '19) 52-1. 250 (250) 
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Y3は、 既払金の不当利得返還請求権を行使するため「反訴J を提起した。

(2 ) 本件保険契約の内容と不当利得責任

ところでYlは、 あらかじめ自己の所有する車両 (トヨタムム) につい

て保険会社Y3との聞で本件保険契約を締結していた。 その概要は以下の

通りである。一一本件事故当時、 YlはY3との聞で2012年 (平成24年 ) 1 

月30日から2013年 (平成25年) 1 月30日迄の問、 自動車保険契約 (損害保

険契約 ・責任保険契約7。 以下「本件保険契約」という) を締結した。 そ

の際、 両者間で、 Ylが「他人所有車Jを運転中に起こした事故損害をカ

バーする旨の「他車運転危険補償特約」が締結されていた80 本件事故発

生日時は一一上記で示した通り一一この本件保険契約の有効期間内のこと

であった (裁判正本8頁9)。

( 3 ) 第一審判決では、 Y2名義の本件事故車の実体的所有者 (ないし

「常時使用者J) がYlであったとして「他車運転危険補償特約J の適用が

否定された。 それゆえ、 XlらのY3に対する保険金支払請求は「請求棄

却Jされた10。 ただ以下のような理由でもって、 既払保険給付金 (2400万

、である。 この請求 額は、 いわゆる中間利息及び本件保険会社Y3からの弁済分

を控除した上での金額である。 裁判正本11・12頁参照。

7 なお通常「損害保険契約」 そのものは、(不調uの)第三者を被保険 人とすると

ころの「第三者のためにする契約J(保険法8条及び民法537条)とされる。 た

だし本件では、 当該「損害保険契約Jの内容が保険契約者Ylを「被保険者J(保

険金受取 人)とするものであり、 つまりそれは「責任保険契約Jと称されるも

のに転化していた点、 留意しておく必要がある。 この点、 あとでも触れる。 そ

の本体的「保険契約」 に つき、 さらに「他車運転危険補償特約J が付されてい

たことになる。 この「特約」 については本稿後注8 も参照。

8 ただし当該「特約」 においては、 ①Yl名義のその他の所有自動車で事故が 生

じた場合、 及び②他 人所有名義であるが実質上Yl所有の自動車である場合、 さ

らに①他 人所有車であるが当該自動車をYlが「常時使用」 していた場合は、 本

件「特約J の適用はないとされている。 裁判正本8 頁参照。

9 本稿本文における「裁判正本O頁」 の表記も、 本稿前注3 で示したものと同

じである。 念のため付記しておく。

10 この点、 本件事故車については、 車検証上の「登録名義 人」 がY2であるこノ

(施法 '19) 52-1. 251 (251) 
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円余) についてのY3のXlらに対する不当利得返還請求 (í反訴請求J)

も「請求棄却」となった。 このうちの後者 (í反訴請求J) が、 本「意見

書」で論じられるべき対象案件となる。 したがって、 その「反訴請求」棄

却の「理由」は、 本稿で重要な意味をもっ。 そこで第一審判決のスタンス

を、 あらかじめ下記に略述しておく。一一①「保険会社Y3による亡Aに

対する金銭の交付の法的性質」は「第三者弁済」でありうるところ、 ②こ

のY3による「支払」は、「本件事故を起こしたYdがY3に「本件事故

を申告して本件特約に基づく保険金の支払を求め、 これに応じてY3が亡

Aに支払をしたものJ (裁判正本48頁) と解 すべきである。 ところで③

「保険金の請求権者がYlであり、 Y3は本来的にはYlが法律上の損害賠

償責任を負担することによって被る損害を填補するという法律関係にあ

るJことに「照らす」と、 ④ íY3による亡Aへの支払は、 Ylによる亡

Aに対する損害賠償債務の履行」として、「保険契約者であるYlの指示

によりY3が行ったもの」というべきである。「そうするとJY 3の支払い

は、 ⑤「自己 の名による弁済とはいえず、 Y3による第三者弁済には該当

しない」。 むしろ「上記支払」は、 ⑥「亡Aが本件事故の損害賠償として

Ylから弁済を受けたものというべきであるから法律上の原因がないとは

いえず」、 よって íY3がXlらに対して不当利得返還請求をすることはで

きないJ (裁判正本48頁。 ゴチック ・筆者〔川角))。

、とは争いのない事実であった。しかしながら、 Y2が実体的な所有権 者である

とすれば、 ①通常Y2が自分で本件事故車を購入し代金も支払うべきところ、 本

件事故車をネットオーク ションで購入した者はYlであり、 Y2の代金支払いの

事実自体あやふやであったこと。さらに、 ②Y2の本件事故車の 日常的な使用

の事実も不明確であること。たとえばY2が、 本件事故車に つきドアの鍵が手

動式か自動式か、 あるいはヘッドレ ストがあったのかなかったのか、 これに関

するY2の証言の信用性が低いこと。 かてて加えて③Y2ではなく、 Ylが本件

事故後、 直ちに本件事故車を売却処分していることなど。これらが複合的に考

慮された結果として、 本件「他車運転危険補償特約」 の 適用が否定されている。

裁判正本42-47頁を参照。

(龍法 '19) 52-1. 252 (252) 
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2. 訴訟代理人からの「質問事項J

[質問事項]

原判決は、「上記支払 (Y3から亡Aへの支払) は、 亡Aが本件事

故の損害賠償としてYlから弁済を受けたものというべきであるか

ら、 法 律上の原因がないとはいえず、 Y3がXlらに対して不当利

得返還請求をすることはできない。」と判示しました。

この点に関して、 Y3は、 原審では、 民法707条1項の類推適用に

より、 亡Aの相続人であるXlらに対する不当利得返還請求をしま

した。 Xlらに対して不当利得返還請求をするなら、 その根拠条文

は何になるのでしょうか。

なお、 Y3は、 亡Aの関係で総額2406万7498円を支払っておりま

す。 治療費として支払ったのは2375万7859円であり、 その内1231万

1122円については病院Bに対して、 残りの1175万6376円については

亡A (またはその成年後見人) に対して支払っております。 また、

治療費以外にも亡A (またはその成年後見人) に対して30万9639円

を支払っております。 その結果、 亡A (またはその成年後見人) に

対して総額1175万6376円を支払い、 Bに対して1231万1122円を支

払っています。

3. 筆者の「意見書Jll

(1) この点については、 私が、『新注釈民法 (15) j (2017年) で、

以下のように解説しています。 すなわち、 民法第707条1項の趣旨

11 この筆者の「意見書」 はーーすでに指摘したように 一一2019年3 月1 日付け

で訴訟代理 人から控訴審に提出されたものであるところ、 脚注 に ついては、 こ

れをまったく新たに書き下ろしている。

(龍法 '19) 52-1. 253 (253) 
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について言えば、「本来 、『債務者でない者が錯誤によって債務の弁

済をした場合j 12には、 実質的に非債弁済であるから 、 弁済者は受

領者に対して不当利得返還請求権をもっ。 これが原則である。」。

一一ところが、 特に本条は「債権者が善意で証書を滅失させ若しく

は損傷し、 担保を放棄し、 又は時効によってその債権を失ったとき

は、 その弁済した者は、 返還の請求をすることができない」と規定

しています ( 1 例外的J特別規範)。 それゆえ、 あくまで原則規範

(民法703条) に照らせば、「他人の債務の弁済Jである限り、 いわ

ゆる「非債弁済」であるわけですから、 たとえばIBがCに債務を

負っているところ、 Aが、 自分が債務者であると誤信してCに弁済

した場合、 (中略 ) AはCに対して (民法703条に基づく) 不当利得

返還請求権を行使できる。J (195頁。 括弧内 ・川角) と説明してい

ます。

これに関連して、 すでに『新版注釈民法 (l8) j (1991年) で石田

喜久夫教授、 さらに我妻=有泉『コンメンタール民法総則 ・物権 ・

12 この707条l項を問題とする限り、 債務者でない者(本件のY3)は、 その錯

誤弁済を基本的に「自己の名で行うJということ、 さらに「自己の債務」とし

て弁済することが<前提>とされている。その例外は、 Y3がYlから支払指図

ないし支払委託を受ける際に「代理権Jを授与されていた場合(Y3は本 人íYd

の名で亡Aらに弁済)か、 あるいはY3において事務管理(民法697条)が成立

する場合 に限られる(その主張立証責任はXlらにある)。なお、 立法者・梅謙

次郎『民法要義巻之三・債権篇J (1897年)864-865頁で、 梅は現行707条1項と

2項を解説するにあたり、 Y3=弁済者の「縛済」 によって債権者(í亡Aら」

ないし「病院BJ)が「往キニシテ既ニ鐙書ノ不用ナルヲ恩ヒ」、 あるいはすで

に「有効ナル鎌済ヲ受ケタリ ト信シ」、 よって「時効ノ中断を翁サス」、 ついに

は消滅時効の完成に至ることがあることを重視している。だから特に707条l項

を置いた、 という趣旨を述べている。さらにこの場合の「求償機」 につき、「是

レ亦第703傑 ノ 適用ト謂フへシ」と記している。よって「非債嫌済Jであれば、

その限りで 少なくとも不当利得返還請求権の根拠条文は「民法703条」であるこ

とを、 梅謙次郎も正面から認めていたことになる。ここで 改めて「是レ亦」と

表記されている点、 留意しておく必要があろう。

(龍法'19) 52-1. 254 (254) 
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債権 (第5版)Jl (2018年) で田山輝明教授が、 私見と同様の見解を

示されています。 要するに、 私の707条 1 項に関する上記「注釈J

は、 すでに「通説」として聞まったことを念のため付記したにすぎ

ません。

(2 ) したがって、 民法707条 1 項は、 債務者でない者が錯誤によ

り弁済をした時に、 その受領者に対して民法703条により不当利得

返還請求をした場合、 受領者側から<抗弁>として 主張すべきこと

を示す条文です。 それゆえ、 本件保険会社 (Y3) が「亡AJ の相

続人ら (= X 1ら) に対して不当利得返還請求権の要件を充足する

場合、 当然の ことながら、 その根拠条文は、 まずは民法703条にな

ります。 加えて本件のように、 債務の「存在・不存在」にかかる錯

誤弁済のケースで 保険会社Y3につ き「非債弁済」が問題となる点

を踏まえるならば、 703条の直接 適用のみならず705条の「反対 解

釈Jを挙げる ことも可能です。 ですから本件Y3の不当利得返還請

求権の根拠条文としては、 民法703条(その「直接 適用J) ないし

705条(その「反対 解釈J)の二つを挙げる ことができ ます。

( 3 ) 本件保険会社Y3は、 本件人身事故が、 すでに iYdとの

問で締結したところの「他車運転危険補償特約J に該当するものと

誤信し、 よって「自己の債務J13の履行として、「亡AらJ (広義)

13 この点、 亡Aらに弁済=給付をした保険会社Y3は、 あくまで「自己の名」 に

おいて「自己の債務」 として弁済したのである。 Ylの支払指図 (支払委託)

において「代理権授与」 があれば、 むろん別であるところ、 本件保険契約の内

容としてはそのこと (代理弁済授与表示)は示されていなかったし、 その後の

事実経過にかかる認定をみてもそうである。 なお仮に、 本件保険契約が「第三

者のためにする契約J (保険法8 条及び民法537条)であるとすれば、 あくまで

Y3が「自己の名Jで「自己の債務Jを給付すべきことが前提とされている (1第

三者J =亡Aらの「受益の意思表示」を要しないという点のみ民法の立場 と異

なる。 保険法42条参照)。 この点、 民法上の「第三者のためにする契約」 に つき

中馬義直「第三者のためにする契約」 谷口知平=五十嵐清 (編) W新版注釈民法

(13).1 (1996年) 396頁以下、 特に398頁、 及び広中俊雄『債権各論講義・第6ノ

(能法 '19) 52-1. 255 (255) 
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に対して約2400万円余の支払を致しました14。 この支払行為は、 い

わゆる「弁済」であって、 それは「弁済意思」なくして有効になし

うるものです。 ですから講学上それは、「準法律行為」とされてい

ます (たとえば、 我妻栄『新訂債権総論 j (1964年)216頁を参照)。

したがって本件「弁済」は、 文字通り「法律行為jに準ずるわけで

すから、 原則、 当然に民法第95条の適用を受けます1 50 つまりは、

、版J (1994年) 341頁以下、さらに内田貴『民法II[第3版]・債権各論J (2011年)

78頁以下を参照。 加えて、 滋阿憲 『保険法概説[第2版]J (2018年)85-86頁も

参照。

14 ちなみに、 本件のようなYl-Y3間の「責任保険契約Jは、 いわゆる「自己

のためにする保険契約Jが成立している点で特殊である。とはいえ通常、 本件

のようにYlからY3に支払指図(支払委託)が存在することも 多い。 よって実

質的に「自己のためする保険契約Jも「第三者のためにする保険契約」へと容

易に転化しうる(この点、 保険法がもっぱら保険契約者ないし被保険者を保護

する趣旨であることも留意しておくべきである。保険法32条参照)。この点、i番・

前掲書(前注13末尾) 86頁の指摘に加え、 たとえば坂口光男=陳亮 (補訂) W保

険法・補訂版J (2012年)58-61頁の記述趣旨も参照。 なお、 損害保険契約では、

本件Ylが不法行為責任=損害賠償債務を「履行」 した上で、 その「不利益J

=損害賠償債務の履行を保険会社Y3が後発的に填補するという図式が「一般

的jである (その限りで本件保険契約は、「第三者のためにする契約Jとは異なる)。

15 r弁済」 の法的性質は、 文字通り「法律行為」 に準 ずるものとして「法律的行

為j とされる。 我妻栄『新訂民法総別j(1965年)232頁。 ただし「弁済」 行為

を広く解する我妻説の帰結として、 一方で金銭支払行為及び特定の第三者と契

約を締結する行為など「作為」を内容とする「法律行為」もあれば、他方では (請

負契約のもとで) 注文通りの絵を描くという「作為Jあるいは「競業行為をし

ない」という「不作為」もある、 とされる (後者は、 もっぱら「事実的行為J

であるとして、「法律行為」たる前 者とは一応区別されている)。以上、 我妻『新

訂債権総論J (1964年)213頁参照。なお、ここでは詳論しかねるが、弁済「意思J

の有無、 その「表示」 の有無にかかわらず、 弁済を「準法律行為J とするのが

我妻説の基本スタンスである。 我妻・前掲書 『債権総論J 216頁。 その趣旨は、

弁済が一一特に債務消滅を帰結するという客観的観点に即して一一「法律行為J

に準 ずる限りで「錯誤」規定 (民法95条)の適用を肯定しようとする点にある。

たとえば、 我妻説は (弁済としての) r給付」 が「法律行為Jである場合を例示

して 「無能力 者J (現行民法上は「制限能力 者J)を根拠とする「取消J があり

うると述べ、 だから「弁済たる効 果も生じなかったことになる」と、 はっきり

述べている。 我妻・前掲書『債権総論j 217頁を参照。 そうだとするなら、 制ノ

(能法 '19) 52-1. 256 (256) 
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支払原因の有無という「法律行為の要素」につき本件保険会社に錯

誤があったわけですから、 かかる弁済は「要素の錯誤」として無効

です。 すなわち、 本件で、 あくまで「問題J となっているのは、 保

険会社Y3の、 本件「損害保険契約 ・責任保険契約J 及び該契約に

基づく「特約」上の支払債務の有無にかかわる「要素の錯誤」にほ

かなりません160 かくして錯誤「無効」、 つまりは一旦なされた弁

済が「債務不存在J=弁済無効であるからには、 当該「弁済」は、

「法律上の原因J のない錯誤弁済となります。 言い換えれば、 民法

703条で認められるところの、 いわゆる非債弁済 ( condictio indebi­

ti) となります17。 ちなみに、 これついては、 本件Y3から、 法律上

の原因なく ( sine causa)、「亡AJ らに支払い=弁済がなされたと

ころ、 それによって「亡AJ 側の「利益J ( 1受益J) が発生してお

、限能力 (1無能力 J)を原因とする 「取消」 を認めるのだから、 当 然 に 支払原因

の有無に関する錯誤 「無効 」 も認める趣旨と解すべきことになる、 と言えよう。

ちなみに我妻説では、 「給付が法律行為」であると認定されるときは、 これを「代

理 人」 にさせることができるとも述べている。 我妻217頁。 むろん 「代理 人J に

よる弁済においては、 我妻説が 「代理権授与行為J = 1授権行為」 を前提とし

ていること言うまでもない。 我妻・前掲書『民法総則.1 334頁を参照。

16 念のためながら、 本件保険会社Y3の「要素錯誤Jの対 象は、 端的に、 本件「他

車運転危険補償特約」に基づく「弁済」原因の有無にかかるものである。したがっ

て本件保険契約上の 「被保険者J が 「亡Aら」 ではなくIY tJ であったとし

ても、 民法95条の要素錯誤無効 の判断になんら影響 を及ぼすものではない。 な

お要素錯誤論については、 本文で後述するところを参照。

17 この、 ローマ法以来の伝統 をもっcondictio indebitiの主たる要件事実はー一一

ほぽ周知のことに属することだが一一「自己に債務がないjにもかかわらず、 あ

くまで 「自己に債務あるものと誤信 (錯誤)J して「弁済したJ ということから

成り立っている。 そうであるがゆえに、 この場合相手方による 特段の反対事由

にかかる 「抗弁」 が認定されない限り、 弁済者は 「自分の債務J として 「自己

の名Jにおいて「支払い」をなした、 ということになる。さしあたり原田慶吉『ロー

マ法・改訂版.1 (1955年)207頁及び松坂佐一 『不信利得論.1 (1953年)96頁を参

照。 さらに我妻栄『債権各論 ・下巻その一 (民法講義V 4)j (1972年)1114-

1115頁及び1119頁を参照。なかでも我妻教科書を読めば、 現行法上の「非債弁済」

の法的資質・要件事実もよく分かる。

(簡法'19) 52-1. 257 (257) 
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ります。 同時にその「受益」によって本件Y3に「損失jがおよぼ

されていることになるわけですから、 当然に要件適合的な「因果関

係」も認定されます (いわゆる「社会観念上の因果関係Jなどを

云々する前に、 すでに「法的な因果関係」が認定されます。 これを、

講学上「直接的因果関係」とも言います)。 よって、 上記指摘から

も明白であるように、 本件Y3においては、 民法703条におけるす

べての要件が充足されています。 それゆえ、 本件Y3は、 相手方が

誰であれ、 およそ「受益者」である限り、 その者を相手取って民法

703条の「不当利得返還請求権」を行使することができます。一ーな

おこの点、 Y3は上記の通り、「損害保険契約 ・責任保険契約J 上

の本件「特約」に基づき「自己の債務」と誤信して「病院BJ に弁

済しているところ、 対するに iBJ が当該弁済を「他人の債務の弁

済ysであると 主張し、 債権時効消滅の「抗弁J(民法707条1項)

を提起することは、 訴訟上、 むろんありえることです。

(4 ) さて、 ここで一応「要素錯誤J(民法95条) に関する基本的

問題について付言しておきましょう。 それによって、 本「意見書」

の内容がより一層深く理解されるように思われます。 できる限り、

簡潔に述べます。

① わが国通説は、 一般に「債務の存在 ・不存在jに関する錯誤

を「要素の錯誤Jと解しています。 たとえば、 我妻栄『新訂民法総

則 j (1965年 ) 299頁は、「要素の錯誤Jを、「意思表示 (本件では

18 この点Y3は、 保険契約上の債務として、 あくまで「自己の債務としての弁済」

を行っているところ、 亡Aらと病院Bとの聞の 「診療契約」 を基軸として視点

を変えるならば、 その限りでY3の弁済は「他 人 (亡Aら)の債務の弁済」 と

しての 側面をもっ。この点、 わが国のみならずドイツでも「争点Jとされている。

たとえば藤原正則「不当利得J窪田充見 (編) r新注釈民法 (l5H (2017年)

144頁 以下及び拙著・川角『不当利得とはなにか.1 (2004年)271頁以下の 多数当

事者間における「給付概念jに関する解説ないし指摘を参照。

(龍法19) 52-1. 258 (258) 
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「弁済」という準法律行為) の内容の重要な部分に、 錯誤、 すなわ

ち、 表意者 (í弁済者J) の真に意図したところとくい違いがあると

きJ19 (括弧内 ・川角) と定式化しています (改正民法95条 (2017

年制定〕も、 実質上それと同じ立場を採用しています)。 そしてさ

らに、 我妻先生は「物の数量 ・価格などについての錯誤」に関しで

も、「その程度が取引上重要なものJ であると認定される場合には、

なお「要素の錯誤jたりうる、 とされています (我妻 ・前掲『民法

総則 j 301頁。 引用文中の傍点 ・川角)。 こうして「物の数量 ・価

格」についてすら、 その表示内容にかかる「取引上の重要性」に鑑

み「要素の錯誤」となるというわけですから、「債務の存在・不存

在」に関する錯誤は「要素の錯誤」そのものに該当すると言わなけ

ればなりません。

② むろん仮に、 本件保険会社Y3=錯誤弁済者に「重 大な過

失J (95条ただし書き) があったとすれば別であるかもしれません。

た だ し、 ここで改めて、「弁済」そのものが95条本文の「法 律行

為」に「準ずる」とされていることに留意しておく必要がありま

しょう。 すなわち、 95条の「要素錯誤J は、 本来「法 律行為J = 

19 この「真に意図したところJに「動機」を含めるか否か議論 がある。動機であっ

ても、 それが 「表示」 された場合には「要素の錯誤J 同様の効 果(["無効 J) が

生ずるとするのが我妻説=通説である。 我妻・前掲書『民法総則 j ( 前注目)

296頁及び298頁(["表示から推断 される意思」 の、「意思」 のう ちに「動機」 を

含むという。 本稿後注20も参照)。 この点、 本件保険会社Y3にとって「特約」

適用の有無、 つまりは「債務の存在・不存在」 は、 すでに単なる動機を超えて

いる。 すなわ ち、 Y3にとって本件「特約」 に基づく 「債務J の存在・不存在

にかかる錯誤は、 Y3の 「弁済jの客観的基礎・その法的基盤に<欠落>があっ

たことを如実に指し示すもの、 と解すべきである。 ここにおいて、 改めて「物

の数量・価格jの錯誤であったとしても取引上の重要さ次第で「要素の錯誤」

となる、 という我妻説(r民法総則.1 301頁)がものを言うはずである。 この点、

本文でも示すところを参照。

(龍法 '19) 52-1. 259 (259) 
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「取引行為J= r契約締結」に関して、 もっぱら「表意者保護J20の

ために規定されているところ (同条本文の「文理解釈J)、 対するに

同条ただし書きの「重過失jは、 当該「法律行為」の「具体的諸事

情」のもとで「表意者保護」を 無視しでも差し支えのない程度の特

別な 主観的様態=r重過失J が「表意者」にある場合に限って、 表

意者の 方から「要素の錯誤Jを主張することを 匝止するため 機能す

るものです (だから「ただし書き」は 、 この場合に「表意者は、 自

らその 無効を主張することができない」と規定しているのです)。

そしてこの点、 わが国「判 例Jにおいてもそうである 、 と解されて

います (たとえば 、 篠塚昭次〔編)r判 例コンメンタール ・民法

1 J (1977年)175頁〔高森八四郎執筆〕を参照)。 だからこそ 、 同

条ただし書き「重過失jの主張立証責任は「それを 主張する者J、

つまりは表意者の相手方 (本件では弁済受領者=r亡AJら及び

「病院BJ) にあるとされているわけです (大判大正7年12月3日民

録17輯232頁。 前掲『判 例コンメンタールJ同頁21)。

③ したがって、 ほんらい表意者保護 (弁済者保護) のために 機

能する民法95条の趣旨に照らせば、 弁済者の「重過失Jは、 個別事

案ごとに弁済者 (本件のY3) の弁済態様につきよほどの「落ち

度J = r不注意の 著しさJが要求されるべきことになります (前掲

20 むろん表意者 保護と言っても、 いきなり「動機の錯誤」 までストレートに承

認され るわけではないこと当然である。ただわが国通説=我妻説が、 「動機」が

表示され た場合のみ動機錯誤を例外的に顧慮している点については、 すでに触

れ た通りである (本稿前注目参照)。ちなみに立法者・梅謙次郎は、「要素ノ錯誤J

= r意思欠依」 を定義して「契約ノ目的ニ錯誤アルモノJとしていた。すなわ

ち梅は、各種契約の内容及び趣旨に照らして「庚義」のものとして 「要素錯誤」

を把握していた。梅『民法要義巻之ー・総則編J (1897年) 182頁以下、 特に189

頁参照。だから梅は、「動機の錯誤J (梅の表記によれ ば「理由ノ錯誤J)が問題

となる限り、 それは顧慮されないとしていたのである。梅・前掲書190-192頁。

21 この点、 村上博己 『証明責任の研究j (1975年) 96頁及び我妻・前掲書『民法

総則J(前注目) 305-306頁も同旨。

(龍法19) 52-1. 260 (260) 
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『判 例コンメンタールJl 175頁に掲げられている多数の「判 例」の事

実関係と判決理由を参照22)。 これを本件について言えば、 以下の

点、 特に留意されておかなければなりません。 すなわち本件事案で

は、 弁済者たるY3は、 Ylとの間で締結された本件「他車運転危

険補償特約」に基づき外観上「他車」要件を充足する「車検証」上

の登録名義人 (iY 2 J) を本件加害自動車の「所有者」であるもの

と考え、 しかも加害者 iYdからの緊急なる支払指図 (支払委

託) を受け、 よって iYdの運転する「本件自動車」を「他車J

と判断し上記特約に基づき「弁済Jしたわけです。 だから、 ここに

はすでに、 Y3につき通常の意味での「過失J (軽過失) があるの

か否か、 これすらすでに疑わしいとも言えましょう。 ましていわん

や「重過失」をや、 ということになります。 しかも本件では、「保

険契約者」たるYlの本件「特約」に基づくY3の「弁済」につき、

それが「記名」被保険者Ylに対する本旨弁済ではなく、 特にYl

からの「指示」により「亡AJら及び病院Bに対し「弁済」が行わ

れたという事実が重視されなければなりません。 よって、 本件Y3

の錯誤弁済に「重大な過失」はないのであって、 Y3の弁済は、 あ

くまで「要素の錯誤」による弁済であると言うほかありません。

④ なおこの点、 民法707条1項の「錯誤」に関する文言趣旨も

参照に値するでありましょう。 同時にまた、 民法 706条ただし書き

の「錯誤」の趣旨も参照すべきでありましょう。 これにつき、 梅謙

22 たとえば株式売買を業とする者Aが、 その相手方に代金支払いのうえ株式譲

波を受けた場合、 Aが株式会社の定款(株式譲渡制限の特則)を調べもしない

でーーもっぱら「会社ヲ自己ノ手中ニ収メルJ 目的で一一株を買受けたケース

では、 Aに つき「重大ナル過失」 があったと 認定された。 大判大正6年11月8

日民録23輯1758頁など、 幾 つかの事例が挙げられている。 それぞれ 独自に「重

大な過失」要件が妥当するものと解すべき事案である。加えて、我妻・前掲書『民

法総則�(前注15) 304頁及び川井健「錯誤J川島武宜= 平井宜雄(編)r新版注

釈民法(3 H (2003年) 385頁以下、 特に419-421頁も参照。

(龍法19) 52-1. 261 (261) 
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次 郎『民法要義 巻之三債権篇.1 (1897年 〔明治30年J ) 860頁及び

864頁によれば、「錯誤」弁済を、 ただ「誤テj弁済した場合として

書いてあるだけです。 要するにわが国立法者は、 本来一一自己の債

務としての弁済であれ、 はたまた他人の債務としての弁済であれ

ーー非債の「錯誤弁済Jである限り、 それはあくまで「非債弁済」

であるのだから、「要素の錯誤」とまでいちいちうるさく言わずと

も、 原則直ちに「非債J弁済者に不当利得返還請求権の行使を認め

ようとした、 と思われます (いわゆる95条の「表意者」以上の法的

保護を弁済者に与えようと判断したとも言えましょう)。 ですから、

立法者梅謙次 郎によれば、 706条や707条1項の「錯誤」については、

弁済者の「重過失」などそもそも問題となりえない、 ということに

もなります。 だからこそ梅謙次 郎は、 非債弁済の事案では弁済者に

つき単に「誤テ」弁済をした事実が認定されれば直ちに民法703条

の不当利得返還請求権が承認される、 としたわけです。 だから、 そ

のような立法者=梅の判断を踏まえるなら、 仮に「非債」の弁済者

に不当利得法上の保護が認められないことがあるとしても、 それは、

民法707条1項 (703条の 例外規範) の適用がある場合か、 それとも

弁済者に公序良俗違反とか信義則違反などという特殊な事情がある

場合に限る、 という趣旨であったと考えられます。 そのことは、

707条l項の 例外規範としての文言趣旨そのものが、 すでに雄弁に

立証しているところでもあります230 よって、 本件事案の内容に即

23 念のためながら707条1項本文を本件事案に即して引けば、 こう言えよう。 す

なわ ち、「債務者でな い者J(本件Y3)が本件特約に関する「錯誤Jによって「債

権者J(本件では「亡Aら)及び「病院BJ)に「債務の弁済」をした場合に、「債

権者jが「善意」 で「債権証書を致滅・損傷」 させたり、「担保J を放棄したり、

あるいは債権の「消滅時効 jにかからしめたような事実が認定されれば、 当該

債権が無価値になるので、 その限りで例外的にY3は、 亡Aら(及びその相続

人Xlら) ないし病院Bに不当利得返還請求権を行使できな いと規定されてい

る、 と。

(龍法19) 52-1. 262 (262) 
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して言えば弁済者たるY3に「重過失」を認定する余地など全くあ

りえません。 くどいようですが、 この点重要ですので、 繰り返し指

摘しておきます。

(5 ) ところで、 原判決は「亡Aが本件事故の損害賠償として被告

Ylから弁済を受けたものというべきであるから、 法律上の原因が

ないとはいえ (ない)J旨、 判示しています。 しかしながら、 これ

は、「法律上の原因」要件に関する法的な解釈を、 原判決が重 大な

形で誤解したものと言わざるをえません。 なぜなら、 本件保険会社

Y3による「亡AJらへの弁済は、 本件「他者運転危険補償特約J

の 適用の有 無(r自己債務jの存在・不存在 ) に関する「錯誤弁

済Jである ことが正確に理解されるべきだからであ ります。 さらに

付加するなら、 原判決がいうと ころの「亡Aが本件事故の損害賠償

として被告Ylから弁済を受けたものというべきであるから、 法律

上の原因がないとはいえ( ない )J、 つま りは「亡AJらに「法律上

の原因Jがあると言えるのは、 ただ 、 本件Y3による弁済が「他者

運転危険補償特約Jに基づく 適法かつ有効な弁済である場合に限ら

れます。 この肝心な点につ き 、 本件 保険会社に「誤信Jがあった以

上、 それはそもそも、 いわゆる「要素錨誤Jに基づく弁済であ り、

よって「 亡AJらへの弁済は、 あくまで「法律上の原因Jがなかっ

た 、 と言わなければな りません。 この点で、 原判決には、 法令解釈

上の重大な「寝庇jがあったと考えます。 したがって また 、 本件

Y3による「他者運転危険補償特約Jに基づく「病院BJへの弁済

も 、 結局のと ころ「法律上の原因Jなくして行われた「無効弁済J

にほかな りません。 ですから 、 原則的にY3は「 病院BJに対しで

も不当利得返還請求権を行使する ことができます。 ただrBJ側か

らみれば、「亡AらJとの聞で締結した「診療契約」が有効に存在

しています。 ですから、 仮に本件Y3がrBJを相手取って 、 不当

(飽法 '19) 52-1. 263 (263) 
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利得返還請求訴訟を提起するのであれば、rBJは 、 <抗弁〉とし

て「法律上の原因があったJと主張するであ りましょう。 この点 、

確かに考慮の余地があ ります。 たとえば、 単にrBJの側からだけ

でなく 、 本件Y3から見て 、rBJの弁済受領につ き「法律上の原

因Jがあったのかど うか。 これは 、 一応問題にな りえます。 それに

つ き 、 本稿で後ほど立ち入 りますので、 そ こで引用する我妻栄先生

の見解をご参照ください。

(6 ) ともあれ、 要するに、 本件Y3が「亡AJ側に支払った1175

万6376円と「病院BJに支払った1231万1122円については、 いずれ

も「要素の錯誤」による非債弁済ですから、 弁済の受領者に対して

不当利得返還請求ができる。 これが原則です。

しかし、 ①「亡AJ側では、 本件交通事故の損害賠償として

fYd側から弁済を受けたものであると 主張し、 他方で②「病院

BJ側は、「亡AJとの診療契約に基づき、「亡AJら、 ないしは本

件事故の加害者たるfYdから弁済 (いわゆる「第三者弁済」

〔民法 474条)) を受けた、 と 主張するでありましょう。 だ から

fBJ としては、 いわゆる立替え弁済をした本件Y3に対する関係

で、 あくまで「法律上の原因がある」と 主張するでありましょう。

この点、 原判決は前者①「亡AJ側の主張を是認しております。 後

者②については、 むろん原判決ではfBJは訴訟当事者 (被告 ) で

ないわけですから、 その点の判断はしておりません。

ともあれ、 民法703条の「法律上の原因がなくJというのは、 法

的にどのように判断されるべきものなのでしょうか。

(7 ) まず「亡AJ らとの関係では、 我妻説などをいちいち持ち出

すまでもなく、 本件Y3が不当利得返還請求権を行使することがで

きること、 及びそのための要件としての「亡AJらのもとでの弁済

受領につき「法 律上の原因がなかったことJについては、 上記

(施法19) 52-1. 264 (264) 
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(5 ) の項目で、 すでに論じています。 ですから、 ここでそれを繰

り返すことはいたしません。 対するに、 この点、「亡AJ らとの間

で診療契約を締結した「病院BJ につき、「法律上の原因」があっ

たと言えるのか否か、 問題となりそうです。 この問題について、 わ

が国学説では、 およそ「法律上の原因」論に関し、 まとまった考察

はされていません (この点、最近の藤原正則í � 703J 窪田 充見

〔編)r新注釈民法 (15).1 (2017年)69頁以下、 特に144頁以下、 及

び竹内努「不当利得の要件事実上窪田 〔編〕前掲書237頁、 特に

239頁以下も同様 )。 ただ、 我妻栄『債権各論 (下巻ー)� (1972年)

995・999頁が、 若干のヒントを与えてくれるのではないかと考えま

す。 とはいえ、 残念ながら、 この我妻教科書でも、 本件のような

「損害保険契約J ないし「責任保険契約」をめぐる不当利得法上の

問題を個別具体的に論じているわけではありません。 たとえば、 我

妻先生は一一あくまで民法上の「第三者のためにする契約jのみを

論じ、 具体的に「損害 保険契約Jそのものには立ち入る こと なく

( とはいえ「損害 保険契約Jも一種の「第三者のためにする契約j

た りうる こと 、 法文上明確ですが。 保険法8条 )一一ーその結論とし

て 、 以下のように言われています。 す なわち 、 かかる場合( i第三

者のためにする契約jなどの場合 )には弁済者=本件 保険会社の給

付ないし弁済につ き 、「寝抗の種類Jとその「原因J (錯誤「無効J

or詐欺 ・強迫「取消J or制限能力者を原因とする「取消」であるの

か否かなど)を「考慮」して 、「何人のどの程度の負担とするのが

妥当か」を、「各場合について判断する他はないであろう」と( 我

妻999頁)。 いかにも我妻先生らしい書きぶりです。 加えて上記引

用の趣旨を前提に、 我妻先生は、 やや具体的に、 その論旨を以下の

よう に続けておられます。 すなわち、 我妻先生は、 本件に即して言

えばíVlの 指図・委託」に関する「基礎j的側面を決定的に重視

(龍法19) 52-1. 265 (265) 
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され、 たとえば f指図Jそのものにつ き 、 なんらかのく法的寝疲>

があれば、「 指図jは無効または 取消しとな りうるのであ り、 当 該

指図者( Y 1 = f保険契約者J)の「 指示Jに基づいて支払い=弁

済をなした者( f本件 保険会社JY 3= f保険者J) は、「 指図者=

保険契約者JY 1についての有効な「債務の弁済たる効 果を 生ぜ

ず」、 したがって「 指図者JY 1には利得が なく 、 よって[弁済

者JY 3は「利得者jたる者(f亡AJの相続人=被控訴人Xlら及

び「 病院8J)に対して「不当利得返還請求権jを 行使する ことが

できると「解すべきであろうJ、 と書かれています( 我妻998頁の

趣旨を 参照)。

上記我妻説を踏まえる限 り、「保険者Jたる本件 保険会社=弁済

者Y3は、「保険契約者jたるYlとの聞の「他車運転危険補償特

約jの 適用対象外の弁済を、 善意で、 かつ重過失なくして「適用対

象内であると誤信jして 行った場合、 その弁済受領者= f亡AJの

相続人=Xlら及び「 病院8Jに対して、 まずは民法703条の不当

利得返還請求権を 行使する ことができる、 と 解すべき ことにな りま

しょう。

(8) しかし、 病院Bに対して不当利得返還請求を行使する場合に

は、 医師の有する債権は民法170条1号により3年で消滅時効にか

かることを、 一応考慮に入れる必要がありそうです。 すなわち、 本

件で医師= 病院Bの患者に対する治療費の請求権はすでに時効によ

り消滅しているものと考えられますから、 請求を受けたfBJ 仮IJは

民法707条l項の「時効によりその債権を失ったときJ に該当する

との<抗弁>を 主張し、 結果的に弁済者たる本件保険会社は、

íBJ に対する関係では不当利得返還請求権の行使ができなくなる

ことがありえます (すでに、 そその根拠は上記3の項目で指摘して

います)。一一ちなみに、 ここでíBJが170条1号の「医師」に含

(寵法19) 52-1. 266 (266) 
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まれるかについて問題となりそうですが、 それは、 学説上すでに解

決されたことです。 すなわち。「病院」ないし「医療法人」も本条

の「医師J に含まれます (遠藤浩〔編)r基本法コンメンタール ・

民法総則〔第5版 ・補訂版J.J (2005年)270頁)。 したがって、 本件

で弁済者たるY3の「病院BJ に対する不当利得返還請求権 (703

条) に対抗して、 iBJ が707条1項の特則に基づく「抗弁」を提起

し、 それが是認される場合であれば、 本件Y3は「亡AJ ら=相続

人 (X 1ら) を相手取って707条2項の「求償権」を行使すること

ができます。 この点、 本件訴外 iBJ の、 この707条l項の<時効

の抗弁>は、 裁判外のものであったとしても、 なお有効に成立しま

す。 たとえば我妻先生は、 <裁判外>での時効の主張であったとし

ても、 そもそも時効制度を第一次的に「実体関係」的に捉えること

をもって「妥当J とする立場 (我妻 ・前掲『民法総則.J 444頁) か

ら、 裁判外での時効主張を一一民法145条の「裁判上の援用」を待

つまでもなく一一「実体関係」上、 なお「有効」と解されています。

ですから、 iBJ による707条1項の<時効の抗弁>を、 訴 訟上「書

証」として持ち出すことができれば、 当然のこととして本件Y3は

Xlらを相手取って707条2項の「求償権J を行使できることにな

ります。

(9 ) 以上からして、 本件Y3が「亡AJ らに対して支払った1175

万6376円については、 Y3は、 民法 703条に基づき、 Xlらを相手

取って不当利得返還請求権を行使することができます。 また、 本件

Y3が「病院BJ に支払った1231万1122円については、 iBJ 側が

民法707条1項の一一裁判内 ・裁判外での一一時効 主張をしさえす

れば、 Y3は、 当然に民法707条2項に基づき、「亡AJ の相続人=

Xlらに対し、「求償権」を行使することができます。 よって結果

的に、 本件Y3の請求は全面的に認容されなければなりません。 な

(官卸会'19) 52-1. 267 (267) 
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お、 本件事案では、 直接的に「金銭J(抽象的価値媒体そのもの)

の不当利得返還請求の是非が問題になっております。 ですから、 当

然に、「金銭Jが「現存しないことJ= í利得の不存在Jに関する

主張立証責任は、 訴訟上、 Xlらが負担すべきであります (最高裁

平成3年11月19日判決 ・民集45巻8号1209頁)。

この点、 念のため申し添えておきます。

(上記「意見書」中、 ゴチック ・筆者)

4. 若干の考察

(1) 筆者が本「意見書」を作成するにあたって、 まずなにより驚いたこ

とは、 第一審裁判官の判決理由=í法的判断」のあり方である。 やや詳し

く言い換えれば、 こうである。 すなわち本件第一審は一一Yl運転の本件

加害車が「他車」でないとして、 XlらのY3に対する保険金支払請求権

を請求棄却としながら一一結局、 Y3の弁済=既払保険金は、 Ylの「指

示」によるものであり、 Ylが亡Aに損害賠償債務を負っている以上、

Y3からの弁済の受領につき亡A=X 1らに「法律上の原因がないとはい

えず」と、 きわめて歯切れのわるい判断をしたへその上で原審 ・第一審

は、 本件Y3の反訴請求も棄却した。 これは裁判官の法的判断能力の劣化

を示すサンプルの一つ、 と言うべきであろう。 それでは、 どこかどういう

ふうに「劣化」しているのか。 本稿では、 それを指摘することによって本

24 この点、「歯切れのわるい判決 」というより も、 むしろミスリーデイングな判

決と称すべきか も知れない。 なぜなら、 なるほどYlは亡Aに対する加害者と

して不法行為損害賠償債務を負っているが、 しかしながらY3に ついては決 し

てそうとは言えないからである。 この点、 仮に本件保険会社Y3が亡Aらに弁

済義務を負うとすれば、 その法的根拠は①Ylの加害車 両が本件保険契約上の

保険車 両「トヨタムム 」である場合か、あるいは②本件「他車運転危険補償特約」

の要件を充足する場合に限られる。 ちなみに、 Y3の本件「錯誤弁済」 は、 こ

の後者にかかる ものであった。

(寵法 '19) 52-1， 268 (268) 
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「意見書」を補充し、 締めくくることにしたい。

(2 ) まず本稿上記f1. 事実関係と第一審判決の態度」で取り上げた丸

数字の箇所を解析しよう。 本件第一審判決は、 Y3の弁済に関する亡A=

Xlらの受領に「法律上の原因がある」ことにつき、 こう述べている。

--CD f保険会社Y3による亡Aに対する金銭の交付の法的性質」は「第

三者弁済」であり、 ②このY3による「支払」は「本件事故を起こした

YdがY3に「本件事故を申告して本件特約に基づく保険金の支払を求

め、 これに応じてY3が亡Aに支払をしたものであるJ(裁判正本48頁)。

ところで③「保険金の請求権者がYlであり、 Y3は本来的にはYlが法律

上の損害賠償責任を負担することによって被る損害を填補するという法律

関係にある」ことに「照らす」と、 ④fY3による亡Aへの支払は、 Yl

による亡Aに対する損害賠償債務の履行」として、「保険契約者である

Ylの指示によりY3が行ったもの」というべきである。「そうするとJ

Y3の支払いは、 ⑤「自己の名による弁済とはいえず、 Y3による第三者

弁済には該当しない」。 むしろ「上記支払」は、 ⑥「亡Aが本件事故の損

害賠償としてYlから弁済を受けたものというべきであるから法律上の原

因がないとはいえず」、 よってfY3がXlらに対して不当利得返還請求を

することはできないJ(裁判正本48頁)。

(3) まず、 上記①から問題にする。 ここで、 本件第一審のいう「第三者

弁済」という認識からして、 すでに問題がないわけではない。 なぜなら、

「第三者弁済」とは民法474条で規律されているところ、 本件損害保険契約

は「第三者のためにする契約」であることもあれば、 あるいは保険契約者

の「自己(Y 1) のためにする保険契約J(f責任保険契約J) でもありう

る(本件では法形式上、 一応後者であった)。 この場合、 加害者Ylが、

民法709条の要件を充足することによって、 Ylが固有に亡AないしXlら

に損害賠償債務を負う250 同時に、 YlとY3簡の保険契約上の本件「特

25 なおY2が競合的に自賠法上の賠償責任を負うことむろんだが、 ここではーノ

(健法 '19) 52-1， 269 (269) 
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約」要件が充足される限りで、 Y3もまた、 <自己の債務>を背負う(そ

うでない限りY3は、 いかなる債務も負わない)。 その限りで言えば、 Y3

の弁済は一一「第三者の弁済」というよりも、 むしろ一一「自己 の債務」の

弁済にほかならない。 だから、 おのずと民法703条の「非債弁済」が問題

となる26。 なるほど本件「責任保険契約」の趣旨からすれば、 保険者Y3

は当該「特約J にかかる給付として、 保険契約者=被保険者Ylに直接弁

済すべきであったろう。 その場合の弁済もまた、 Y3にとっては、 あくま

で「自己 の債務の弁清」である。 これをY3は、 Ylの「指示J(支払指

図) によって、 亡Aら及び「病院BJ に弁済した。 これは、 少なくとも

Y3にとっては、 やはり「自己 の債務の弁済」である270 だから、 Y3の弁

済をして「他人の債務の弁済」であると決めつけるわけにはゆかない。 か

つまた「第三者弁済」と決め込むわけにもゆかない(この点、 本稿前注26

の我妻教科書の記述を参照されたい)。 しかも、「他人J(Y 1) の債務の

弁済= 履行を、 Y3が「自己の債務」として、 かつまた「自己の名」でこ

れを行うこともある 280 いわゆる「履行引受け」がそうであろう290 いず

、応、それを 棚上げにしておく。

26 我妻・前掲書『債権総論J (前注15)246頁では、 弁済者が「他人の債務」を「自

分の債務として弁済するときは、非債弁済となるjと書 か れている ( ゴチック ・

引用者 )。 ただし、 その箇所で我妻説が「民法707条」 をいきなり持ち出す点、

問題が残る。いきなり持ち出すとしたなら、 それは、 原則規範たる「民法703条」

(ないし「民法705条」 の反対解釈)であるべきなのだ から。

27 この点、 Yaが「自己の債務」 として錯誤弁済したとすれば、 その限りで当該

弁済は「非債弁済」であって、 民法703条以下の要件が改めて 関われることにな

る。 我妻・前掲書『債権総論.1 (前注15)246頁参照。

28 現行民法474条によれば、「第三者Jであっても他 人の債務を「弁済すること

ができる」ところ (同法1項)、「利害関係を有しない第三者は、 債務者の意思

に反して弁済をすることができないJ (同法2項)とされる。ここでの第三者の

弁済は、 事務管理 (同法697条)の場合を当然 に 含む。 そしてここで 、 事務管理

者=弁済者は、「利害関係」 を有しないことが 多い。 し かも債務者の「意思に反

して」 弁済することもありうる。注意すべきは、 このような場合、 事務管理者

は「自己の名」で他 人の債務を弁済するという点である。この場合、 彼は「自ノ

(徳法 '19) 52-1. 270 (270) 
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れにせよ、 第一審判決のいう上記①の記述は、 かなり暖味模糊としている。

さらに一----<Dと異なり②と③の判示内容については、 これを妥当視できる

としても一一それでもなお、 ④以降の第一審の判断は不可思議であると言

わなければならない。 なぜなら、 ④ iY3による亡Aへの支払は、 Ylに

よる亡Aに対する損害賠償債務の履行」として、「保険契約者であるYl

の指示によりY3が行ったもの」であり、 かつまた「そうすると」という

順接接続調でもって第一審判決は下記の⑤と連結せしめているからである。

すなわち、 Y3の支払いは⑤「自己の名による弁済とはいえない」と断定

している。 しかしながら、 これは、 こじつけに近い。 むしろ驚くべき「断

定」の仕方である、 とも言えよう。 なぜなら、 Y3は、 あくまで本件保険

契約上の「自己の債務Jとして、 かつまた「自己の名によって」弁済して

いること、 否定できないからである(この点、 銀行取引明細書等に関する

Y3訴 訟代理人からの書証も参照されたい)。 だとするなら、 本件Y3の亡

Aらへの「弁済」は、 どうみても「非債弁済J=不当利得返還請求権を根

拠づけることになるはずである。 否、 むしろそのように言うべきであろう

(この点、 本稿前注26及び27の我妻説を参照)。

、己の債務」ではなく 「他 人の債務Jを<自己の名>で弁済するのである。この点、

我妻・ 前掲書『債権総論J(前 注15)246頁を参照。 そこで我妻説は、 こ う 言っ

ている。 すなわ ち 「第三者の弁済の方法」として、 「第三者は、 自己の名におい

て、 第三者に債務として弁済する」と。 また、 当該第三者 が 「自己の債務」と

して弁済するときは 「非償弁済となる」とも述べている(我妻・ 前掲書 同頁)。

しかもその場合 に我妻説は、 民法707条が 問題となると明記している(我妻同頁

の割括弧部分を参照。 この点、 本稿 前注26にも留意されたい)。ーーともあれ、

こ うして我妻説では、 もっぱら本件Y3がYlの 「代理人」ないし「履行代行者」

として弁済した場合 だけを、 474条の「第三者の弁済」から除外している。我妻・

前掲書『債権総論 .1 242頁参照。

29 このYl- Y3聞の 「履行引受け」 が、 第三者(本件亡Aや 「病院BJ) に直

接 「権利J(一般的に 「債権J)を取得せしめる意思でなされた場合 には、 改め

て 「第三者のためにする契約J(民法537条 )の成立が肯定されうる。さしあたり、

椿寿夫「債務引受け」遠藤浩(編)r基本法コンメンタール・債権総論[第4版・

補訂JJ(2005年) 165頁の記述を参照。

(飽法 '19) 52-1. 271 (271) 
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(4) 要するに 、 Y3の亡Aらへの弁済がrY3による第三者弁済には該

当しない」としても 、 つまりは第三者弁済= r求償権」という道筋をたど

らずとも 、 なおY3は固有に不当利得返還請求権(民法703条) を亡Aの

相続人Xlらに対して行使しうるのである。 このことは否定されがたい 、

と考える。 むしろ原則論としては、 これこそ肯定されなければならない。

とはいえこのことは、 すでに上記「意見書」本体中に詳論した通りである

ので 、 ここでは再論しない。ーーともあれ 、 おのずとY3の「上記支払」

については 、 ⑥「亡Aが本件事故の損害賠償としてYlから弁済を受けた

ものというべきであるから法律上の原因がないとはいえずJ という第一審

判決の論理も成り立たない。 なぜなら「亡Aが本件事故の損害賠償として

Ylから弁済を受けJ るべきことはその通りであろうが(民法709条の間

題)、 他方でY3から亡Aらが弁済を受けるべき積極的な法的根拠は示さ

れていないからである 300 この点、 YlからY3への亡Aらへの支払「指

示」があったこと確かだとしても 、 その「指示」の実体的な法基盤= 本件

「特約」適用可能性が否定されたわけであるから 、 必然的に亡AらがY3

から弁済を受けるべき積極的な根拠は何ら示されてはいないと言うほかな

い。 よってrY3がXlらに対して不当利得返還請求をすることはできな

30 この点、 亡AらがY3から弁済を受けるべき法的根拠があるとすれば一一あと

でも本文中で指摘するように一一 本件「他車運転危険補償特約」 の適用が肯定

される場合がその典型であろう。 しかしながら、 この「特約」 の適用は本件第

一審判決 で明確に否定されている(裁判正本42頁以下、 特に47頁参照)。 他方、

Y3がYlの利益のため「法律上の義務なくして」 弁済をしたのであれば、「事

務管理J(民法697条) が成立しよう。 しかしながら、 本件でこの「事務管理 」

は一切問題にされていない。 また仮に、「事務管理J が成立するとしても、 その

相手方たる「第三者J(亡Aら) の方からY3に「弁済せよJという<請求権>

までは、 そもそも認められない。ただし、 Y3iJ{--Y 1からの委託なしに一一

亡Aらとの聞で任意に「保証契約」 を締結し、 もって保証人となった場合(民

法462条参照) には、 Y3の亡Aらへの弁済は、 Ylとの関係で「事務管理 」と

なりうる。 むろんこの場合、 亡AらはY3に「保証債務J の履行=弁済を要求

しうる(保証債務の補充性問題などは、 ここでは割愛する)。 以上の点につき、

我妻・前掲書『債権各論・下巻そのーJ(前注17) 908頁を参照。

(麓法'19) 52-1. 272 (272) 



損害保険給付金の錯誤弁済と不当利得の成否

ぃJ(裁判正本48頁) と結論づけることもできないであろう。 むしろ、 第

一審判決の結論とは正反対の「結論」が引き出されることになるに違いな

0
 
1 
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(5 ) そこで以下の点、 改めて指摘しておきたい。 すなわち、 実体的な法

的判断として、 本件Y3が保険契約上の弁済義務を負うのは、 次の〔α〕

か(ß)か、 いずれかが認定される場合に限られる。一一〔α〕れが自己

所有車=被保険車両(トヨタムム)を運転中の事故である場合、 もしくは

(ß) Y 2名義の本件事故車(ダイハツ00)について、 本件「他車運転

危険補償特約」の適用が肯定される場合。一一この点、 すでに本件事故車

が「ダイハツOOJであって、「トヨタムム」でないことについては、 第

一審判決もすでに「前提事実」として認定していた(裁判正本6 頁参照)。

したがって〔α〕はすでに論外である。 それでは(ß)はどうか。 これも

実は、 本件第一審判決が明確に斥けた論点であった(裁判正本42-47頁)。

つまり本件事故車の登録名義人は、 なるほどYlの妹Y2であったところ、

にもかかわらず本件第一審によれば実質的「所有者」ないし「常時使用

者」はYlと言うべきである、 と判示されていた。 少なくとも第一審判決

は、 本件で「他車運転危険補償特約J は「適用され (ない)J 旨、 はっき

り明記している(裁判正本47頁下から3行目32)。一一こうして見てくると、

31 ちなみに、本件事案でYlのY3への「指示Jの内容として本件弁済にかかる「代

理権授与表示jの事実が第一審判決 において何ら明瞭に語られていないことに

も留意しておく必要があろう。 さらに、 Ylに つき代理権授与に関する 「黙示

の意思表示」 があったという事実も積極的な形では示されていない。

32 この点に限って言えば、 本件第一審判決 は健全であり、 説得的でもある。 つ

いでながら、 裁判正本47頁で以下のように判示されていることも重要である。

すなわ ち、 y，が本件「他車運転危険補償特約」 が 適用されないように供述し、

それを裁判所が受け容れた場合、 亡Aが契約していた「無保険者特約」 が前 面

に出て来て「補助参加人保険会社J Cから保険金が亡Aらに支払われる。 そう

するとY，は、「補助参加 人保険会社」から「 多額の求償請求」を「受ける」ので、

y，としては、 それを避けたい。 むしろYlにとって、 本件「他車運転危険補償

特約J が発動された方が有利である。一一このような事情を酪酌して第一 審判ノ

(寵法 '19) 52-1， 273 (273) 
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第一審裁判官の法的判断能力には、 結論として大きな疑問符が付かざるを

えない。敷街するなら、 なぜ、 本件第一審判決の担当裁判官3名が合議の

上で、 本件「他車運転危険補償特約」の適用がないとしつつY3の「反訴

請求」を棄却としたのか、 なお問題として残る。

(6 )最後に繰り返し問う。 本件第一審判決において、 なにゆえ以下のよ

うな論理が法的に成り立つのか。

一一iY3による亡Aへの支払は、 Ylによる亡Aに対する損害賠償債務の

履行J として、「保険契約者であるYlの指示によりY3が行ったもの」と

いうべきであるから、「そうすると」本件Y3の支払いは、「自己の名によ

る弁済とはいえず、 Y3による第三者弁済には該当しない」。 むしろ「上

記支払」は、「亡Aが本件事故の損害賠償としてYlから弁済を受けたも

のというべきであるから法律上の原因がないとはいえずず」、 よって

iY3がXlらに対して不当利得返還請求をすることはできないJ (裁判正

本48頁。 ゴチック ・筆者)。

この判決文では、 とりわけYlのY3に対する「指示J33が重要視されて

、決 は、 Ylの「他事」 に関する供述は「信用することができない」と判示した

のである。 ついでながら第一審判決 は、iYlには本件事故車 両の所有者はY2

であるという真実に反する供述をする動機があ (った)Jとも判示している (裁

判正本47頁下から6行目)。

33 この「指示」 の意味合 いについて、 第一審の「判決 理由」 は立ち入った解明

をしていない。本来型の「責任保険契約 J であればーーすでに指摘したように

一一一保険 会社Y3 は 保険者兼被保険者Ylに直接保険金を給付すべきであった。

その根拠は、 本件事案ではもっぱら「他車運転危険補償特約」 が問題であると

ころ、 その特約締結の際に、 支払いにかかる「指示」につき「代理権授与行為 J

を含 むなどという事実認定は全くなされていない。また訴訟当事者間でも、 そ

れが問題にされることはなかった。だとするなら本件事案におけるYlのY3 へ

の「指示」 は、 法的にいかなる意味をもつか。この「指示J の内容は個別事案

の基本契約ないし特約ごとに異なるものであろうが、 本件に即して言えば事後

的な「第三者のためにする契約 J への契約内容のく切り替え>であったように

思われる。だとするならY3 は、「諾約者」として、「自己の債務」と誤信して<非

債 弁済>したことになる。ならばY3 は、 その弁済受領者=亡Aら=相続人ノ

(龍法 '19) 52-1. 274 (274) 
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いる340 ところがすでに指摘したように、 Y1とY3聞の「保険契約」、 な

かでも本件「他車運転危険補償特約J の適用基盤はすでに全面的に欠落し

ていたのである。 しかも、 それを第一審判決の担当裁判官らは積極的に是

認していたはずであった(裁判正本42-47頁を参照)。 にもかかわらず、 一

体どうしてY3の反訴請求が棄却されたのか。 この点、 なるほど本件第一

審の裁判官らはY1の「指示」に大きな意味を持たせようとしている。 だ

が、 すでに本稿前注31でも指摘したように本件「指示」は一一それにつき

「代理権授与表示J が認定されない限り一一およそY1- Y3との問での亡

Aらを対象とした「第三者」の「ためにする契約J(保険法8条及び民法

537条) の事後的形成を意味するものであった、 と考えるべきであろう350

、Xlら(病院Bも含 む)を相手取って「不当利得返還請求権」 を行使すること

ができるはずである。

34 ここで 仮にY3が、 Ylの債務の「履行」 を引き受けたとしよう。 つまりは、

いわゆる「履行引受」のケースを想定してみよう。 この場合 、 履行引受人Y3は、

自己の名で他 人( y 1)の債務を亡Aらに対して「履行」 する。 対するに「債

務者の名」で履行する場合には、 通常YlからY3への「代理権授与行為」があっ

たと考えるのが筋であろう。 この点、 さしあたり一一「代理権J に つきそれほど

明示的では ないものの一一「第三者のためにする契約J(民法537条)との関連性

を踏まえた椿寿夫・前掲「債務引受けJ(前注29)148頁の記述を参照。 なお我妻・

前掲書『債権総論.J(前注15)578頁は、 履行引受 人Y3の「弁済」は、「第三者」

としての「弁済」と明記している。 それゆえ債権者=亡Aらは、 Y3に対する

関係では弁済に関する「請求権J をもた ない、 とも書くのである。 我妻・前掲

書 同頁。

35 このよう な「第三者のためにする契約J(民法537条)の事後的形成は、 本件

Y 1 -Y3聞の責任保険契約が一種の「継続的契約関係J として成り立っており、

しかもその<前提>に「第三者のためにする契約」とされる「損害保険契約J (保

険法8 条)が存在する以上、 本件Ylの「指示J は、 本件「責任保険契約J の

趣旨を事後的かつ実質的に「第三者のためにする契約J たる「損害保険契約」

へと転化せしめる機能をもっ、 と考える。 そうでは ないという「特段の事情」

に ついては、 Yl ないしXlらが主張立証すべき事柄である。 いずれにせよ本件

では、Y3が、銀行口座帳簿等によって証明されるように、あくまで「自己の名」

において弁済したことは決 定的 な意味をもっ(かてて加えてY3に 「自己の債

務の弁済」 の意思もあったことについては、 すでに指摘した)。

(龍法 '19) 52-1. 275 (275) 
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すなわち 、 YlとY3との聞の「責任保険契約J(Y 3がYlに保険金の給付

をするパターン) から 、 Ylの「指示Jによって「損害保険契約J (保険

法 8条) 上の「第三者のためにする契約J (Y 3が自己の債務を第三者=

亡Aらに直接履行するパターン) へと切り替えられたもの、 と解すべきで

あろう。 だ とするなら 、 Y3は 、 本件「錯誤弁済Jの受領者亡Aら=相続

人Xlら (ないし「病院BJ) を相手取って固有に不当利得返還請求権を

行使することができるはずである。

(7 ) したがって要するに、 上記の事柄を本件事案に即して言い換えれば、

およそ以下のような「要請Jを裁判所に向けてすべきことになろう。 すな

わち 、 裁判所が本件YlのY3に対する「指示」に着目するのであれば 、

当然のことながら当該[指示Jの法 規範的な意味内容を具体的に明示すべ

きである36。 そしてその際 、 一種の「継続的契約関係」に相当する本件保

険契約の基本的な意味内容を保険法及びその一般法である民法の規範趣旨

に即して、 より深く掘り下げる必要があるだろう。 その上で 、 本件第一審

判決が重視した「指示」の規範的意義を個別具体的に解明すべきであろう。

この点の解明は、 残念ながら本件第一審判決においでほぼ全面的に欠落し

ていた。 にもかかわらず本件第一審判決は 、 いわば漫然とYlのY3に対

36 なお、 我妻・前掲書『債権各論 ・下巻その一J (前注17) 995頁以下、 特に999

頁は一一それほど明確な記述とは言えないと し ても一一少なくと も「 その指図・

委託の形式 (定型化され ている ものか、 個別的になされた ものか)、〔当該指図・

委託の 〕液庇の種類とそれ を生じ た 原因(関係者の 善意・悪意、関与の 程度など)

を考慮 (する必要がある)Jと し ていた点、 再度強調し ておきたい。 この点、 本

件ではYlのY3に対する「 指示」の<基礎>、すなわち本件責任保険契約 上の「 他

車運転危険補償特約jの適用根拠それ 自体が全面的に欠落し ていたのだから、

すでにYlの 「 指示」 に関する 「破庇」 を通り 越し て、「 指示J それ 自体の法的

基盤が存在 し ていなかった事案と言うべきであろう。 よって仮に本件第一審裁

判官のバランス感覚論を尊重すると し ても、 それ は、 亡Aがその所有自動車に

ついて独自に保険契約 (f無保険車傷害特約 J)を締結 し ていたところの 「 補助

参加入 保険会社J Cの保険責任 も視 野に取り入れた上で、 文字通り 「 総合 的 J

に判断 され て然るべきであろう。

(飽法 ・19) 52-1. 276 (276) 



損害保険給付金の錯誤弁済と不当利得の成否

する「指示」を、 ただ「指示J (y 1に代わってY3がYlの損害賠償債務

を「履行」するという趣旨の「指示J) として把握するだ けであった。 本

件第一審判決は、 ただそれだけをもって亡 A = Xlらの本件弁済受領につ

き「法律上の原因があるJと断定したことになる。 そこにおいてはY3の

本件「特約」に関する錯誤弁済への視点などは、 根本的に欠如していた。

仮にこのような本件第一審の立場が「法的判断」として通用するのであれ

ば、 なるほどかの「大岡裁き」も常に名裁判として「普遍的意義」をもっ

に違いない。 しかしながら、 綴密でかつ実証的な現代法解釈学の立場から

すれば、 かかる「大岡裁きJのような「人情裁判J ないし「情実裁判i7

は、 もっぱら信義則違反とか権利濫用などの「一般条項J(民法1条2項

及び3項) のレベルでのみ、 文字通り限定的に適用されて然るべきであろ

つ。

さしあたり上記の点、 指摘して本稿を閉じる。

以上

〔追記〕なお本件控訴審の4月10日期日では、 控訴審裁判官から和解勧告

がなされた。 その趣旨はY3の反訴請求を全部棄却した本件第一審判決に

は従えず、 本件控訴人Y3の請求を全額認容する方向で判決が出されるこ

37 この点、「情実的な裁判J =わるい意味での「大岡裁きJ = r裁判官が 人情や

政策的判断 で処理する」 ところの不当な裁判の存在については、 特に戦後、 批

判的に指摘されてきた。 たとえば近時のものとして、 笹倉秀夫『法解釈講義』

(2009年) 29 3頁及び同『法学講義j(2014年)24頁、 249-250頁の記述を参照。

この点、 広中俊雄『新版民法網要・第一巻総論J(2006年)29頁以下、 特に31頁

及び同頁注3 も、 上記とほぼ同旨を展開している。 むろん、 この点憲法76条3

項裁判官の「良心」 のありかたの問題ともリンク する。 少 なくとも、 この裁判

官の「良心」 論はひ とえに「法的判断 論」、 つまりは「この憲法及び法律にのみ

拘束される」という評価観点基準 論との内面的関連性において深々 と<連結>

されるべきものであろう。

(龍法'19) 52-1. 277 (277) 
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とになるので 、 当事者がそれを踏まえた和解に臨むことを内容とする勧告

であった。 実質的に「逆転判決Jに近い。 目下 、 和解に向けた当事者の合

意形成を見守っている段階にある。

(龍法 '19) 52-1. 278 (278) 


